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要旨 

本稿は大学の情報系学科にて，情報システム企画を学ぶ授業の具体内容と改善内容および教育効果について述べる．年
間を通じ，企業と連携し企業の実課題を対象とした情報システム企画を行うもので，1年次の必修授業として2013年度よ
り実施している．改善を続け 2016 年度からは前期「企画練習」，後期「企画実践」で構成している．「企画練習」は学生
に身近な課題にて座学と演習を交え，繰り返し学習する．「企画実践」は学生に対し企業から直接企画課題を提示した上
で，企画立案，企画書面作製，企業による選抜を受け，企業に対するプレゼンテーションを実施する．我々は授業の改善
過程で人間中心の情報システム学としての位置付け，現実的な環境での実践的学習体験の価値を認識し，教育効果に客観
性を求めるに至った．学習成果物評価により論理的かつ妥当性ならびに客観性のある結果が得られ，アクティブラーニン
グ型授業効果調査により，学習動機の改善に寄与する結果が得られた． 

 

Abstract 

This paper is an explanation of a lesson that teaches information system planning conducted by the faculty of 

information science at a university. It is concrete content, improvement content and educational effect. Throughout the 

year, work with companies to learn information system plans for real business problems. This is an indispensable class for 

the first year and has been conducted since FY2013. Continued to improve, from FY2016, it consists of “Learn the 

planning” in the first half and “Do the planning” in the second half. “Learn the planning” involves learning repeatedly 

through classroom tasks and exercises that are familiar to students. “Do the planning” presents planning issues directly 

from the company to students, receives planning, planning document preparation, selection by the company, and gives a 

presentation to the company. The class improvement process was positioned as a human-centered information system, 

recognized the value of a practical learning experience in a realistic environment, and required objectivity in educational 

effectiveness. The results of the learning product evaluation were logical, valid, and objective, and a result contributing to 

improvement of learning motivation was obtained by active learning-type lesson effect investigation. 

 

1. はじめに 
2012 年 4 月，大阪産業大学の情報系学科は工学部からデザイン工学部に改組した．キーコンセプトは

「人に優しい情報システム」であった．ともすれば情報技術一辺倒の教育から，情報システムを活用す

る「人」への意識を高め，情報システムがより人のための存在たることを志向した．あわせて学科名称

を情報システム工学科から情報システム学科(以下，本学科という)に変更し大幅なカリキュラム変更を

行った．そのひとつが新設授業「フィールドプラクティス」であった．本学科では学生に対し育成すべ

き能力をハードスキルとソフトスキルと定義した．ハードスキルは資格や免許，学位など客観的指標が

確立しているスキル，ソフトスキルはコミュニケーション能力，デザイン力など客観的指標が未確立な

スキルとした．本学科ではこれまでハードスキルを育成するカリキュラムが中心であったが，ソフトス

キルの向上がおろそかであると考え，この授業でハードスキルを含めソフトスキルの強化に取り組むこ

ととした[1]．初年次教育で社会活動に触れる体験型の学習に重きを置いた実践的な教育とし，学生は観
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察・体験・調査を通じ，情報技術が実社会で重要かつ不可欠であることを学ぶ．期待効果として以下 3

点の向上を目指した． 

1. 情報技術を取り巻く種々の環境・状況を含めた問題点を俯瞰する力 

2. 問題点から具体的な技術的課題を抽出する力 

3. 技術的課題を解決する知識  

授業の枠組みは，学習するテーマを複数定め，半期 15 週のうち全体講義を 3 週，残り 12 週を 2 週／

1 テーマとし，半期で 6 テーマ年間 12 テーマを設定，1 年生(当時 130 名)に必修として配当した．学生

を 6 グループに分け 2 週で 1 テーマを学習し，半期で全員が全てのテーマを学習する．学外で実施する

テーマも混在するため，1 週あたりの時限は 4 コマ(6 時間)とし学外への移動時間を考慮した．テーマは

バリエーションに富み，プログラミングに主眼を置いたもの，アプリケーションを活用するもの，コミ

ュニケーションスキル強化を目的としたものなど，さまざまな視点から初年次のスキルを養うテーマを

策定した．そのひとつとして，企業と連携して情報システム構築の上流工程である企画フェーズを学ぶ

テーマ(以下，本テーマという)を策定した．企業の実課題を開示いただき，学生は課題解決のための企

画を立案し当該企業より企画に対する評価を得るものである．ここで高評価を得た企画を立案した学生

は，企業にてプレゼンテーションを行うという極めてビジネス現場で頻繁に行われている活動を授業に

取り入れた． 

 

2. 実践～改訂期（2012～2017 年度） 

2.1. 企業との連携模索 

まず 2017 年度までの本テーマの内容とその改訂，経緯について述べる．2012 年度，前期はパナソニ

ック株式会社(以下，パナソニックという)のショールーム 2 か所をめぐり，電機製品の歴史，内容と技

術的側面を見学し，学生は個別に所感レポートを MS-Powerpoint(以下，PPT という) で作製し発表した．

後期はオムロン株式会社のショールームを見学し，顔認証，工作機の制御など IT の要素技術の展示よ

り，前期と異なる視座を得ることを期待した．いずれも第 1 週にショールーム訪問，第 2 週に個別にレ

ポート作製，発表を行う構成とした．学習効果は学生への 5 点法の授業アンケートで評価した．本テー

マを含め全 6 テーマ毎に「このテーマは為になったと思う」，「このテーマは分かりやすかったと思う」

など 10 個の設問を用意した．我々は初年次教育として重要なことは主体的な取り組みと考え，「このテ

ーマにはまじめに意欲的に取り組んだと思う」の回答を重視した．結果，この設問の評点の平均値は前

期 3.81，後期 3.86 であったが，その評価は 4 点に近いからよい，という極めて感覚的なものに留まった．

さらに反省点として，学生個人の能力，意欲によってレポートの品質に差があったこと，また展示物か

ら得られる情報は現実課題と乖離しているものも多かった．この内容ではフィールドプラクティスの期

待効果を充分に達成できないと判断した． 

2012 年 11 月より本テーマの改善検討を始めた．第一著者は 30 年余り企業での実務経験を有す．この

際の人脈を活用し，同年 12 月パナソニックとの意見交換を始めた．同社はスマートフォンを活用した

白物家電の新製品を発売した時期で，我々はこの製品の課題解決企画を授業内容とすることを考えた．

2013 年 1 月，新製品開発部門の責任者に面会する機会を得，授業への協力を依頼した．ここで我々が意

識したのは「双方に利益が生ずること」である．ビジネスの場においてどちらか一方のみの利益しか得

られない場合，一時的な取引が成立したとしても継続することは難しい．企業との連携を行うためには

重要な視点と考えた．結果，パナソニック側の利益は白物家電に対する 10 歳台後半の意見聴取であっ

た．同社は主婦層やシニア層の意見聴取は行っていたが，若年層の意見，同社の責任者いわく「将来の

お客様」からの意見を得られていないことが課題であった．本テーマがパナソニックサイドの利益に寄

与する可能性が高まった．2013 年 2 月，三度目の打ち合わせで，細かな運営上の課題は適宜解決するこ

とで実施合意に至った． 

 

2.2. 企業連携授業の開始 
2013 年度，パナソニックの協力の下，本テーマの授業を始めた．フィールドプラクティスでの期待効

果を踏まえ，本テーマの教育目標は 

1. 社会における情報システムの可能性と価値を理解し認識させること 

2. 社会で活躍できるだけの主体性と自立性を身につけさせること 

とした． 

本テーマの学習成果物は個人単位からチーム単位とし，4~5 名のチームで成果物を作製することとし

た．具体的には，第 1 週に新設されたパナソニックのショールームにて，同社の製品と IT 技術を見学
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した．第 2 週は企画課題「スマートフォンを駆使した白物家電用アプリの新規アイディア」について，

4～5 名で編成したチームで企画を立案し，その内容を記述した A1 サイズのドキュメント(以下，ポスタ

ーという)を学習成果物とした．この意図は，一般に企業で企画を求め，評価する場合，まずドキュメン

トを精査し，その上で企画立案者からのプレゼンテーションなりヒアリングが実施されることによる．

実社会の実施形態を取り入れ体験させることが教育目標の達成に寄与すると考えた．これには企画依頼

者に企画内容を伝えるための論理的構成，企画の妥当性および客観性を示す裏付けやデータを活用する

力が必要である．そのため我々はドキュメントの作製と質向上にこだわりを持った． 

企業連携を進める上で，特に初期段階において特筆すべきは中間報告の実施であった．2013 年 5 月，

全 6 グループのうち 3 グループの受講終了時点で，我々は同社に出向き本テーマの実施状況報告を行っ

た．ポスター内容が同社の意図と合致しているのか，を検証することを目的とした．我々は各グループ

の受講人数，企画概要，完成したポスターの一部をもって報告を行った．ここでパナソニックの意図と

大きな差異はないことを確認した．  

同年 7 月，ヤンマー株式会社(以下，ヤンマーという)から本テーマへ参画の打診があった．後期の授

業内容を再検討し両社に協力を得ることとした．パナソニックの企画課題は，前期同様「スマートフォ

ンを駆使した白物家電用アプリの新規アイディア」であるが，前期企画のブラッシュアップとし，アプ

リの画面イメージまでの詳細化を図ることとした．ヤンマーの企画課題は「IT を駆使したヤンマー製品

／サービスの新規アイディア」が提示された．学習成果物はいずれも前期同様，A1 サイズのポスター

とした．学生にはどちらかの企業課題を選択させ，同じ授業枠内で両社への企画立案を並行して実施す

ることとした． 

後期のフィールドプラクティスのスケジュールは，15 週のうち第 2 週から第 13 週をテーマ学習に充

て，第 1 週は全体講義，第 14 週と第 15 週で両社に訪問することとした．両社のいずれかから選抜され

た企画を立案した学生は，両社とも訪問し企画を選抜された企業では企業従事者に対してポスターセッ

ション形式で企画発表を行った．一方で選抜から漏れた学生は，後期に企画対象とした企業へ同行し，

選抜された学生が企業従事者へのプレゼンテーションを行う様子を見学した．学生全員がいずれかの企

業には訪問し，学生にとっては「非日常的な」実社会の企業活動の体験を得ることとなり，パナソニッ

クには学生 75 名(うち選抜者 20 名)，ヤンマーには 72 名(うち選抜者 19 名)が訪問した．授業効果は，初

年度同様学生への授業アンケートにて評価した．「このテーマにはまじめに意欲的に取り組んだと思う」

について，前期は 4.07(前年同期比+0.26），後期 3.99(前年同期比+0.13)となった． 

 

2.3. 授業構成の改訂 
2014 年度も授業改善を続けた．授業成果物の質的向上と学生の意欲喚起を目指し，フィールドプラク

ティスのテーマ数を 6 から 5 に，全体講義を廃し 1 テーマあたりの時間数を 2 週から 3 週に改訂した．

また本テーマでは 1 チームの構成員数を 4~5 名から原則 3 名とした．一般にグループワークで生じるフ

リーライダー問題の改善と，チームでより密度の濃い議論と協力して学習成果物を作製することを期待

した．授業終了後の反省点は 15 週全てをテーマ学習に充てたことで，スケジュール的に企業での企画

発表が「課外」扱いとなったことであった．企業から選抜されたものの「課外」を理由に，企業訪問の

辞退をする学生が現れたことである．さらに授業アンケートは全体講義時に実施していたため，この機

会を逸することとなった．これらより 2015 年度は，テーマ数を 4 に集約し全体講義での企業訪問の週

を確保した．また企画課題については直接企業従事者から伝えることで，よりリアルさを得ることを期

待し，フィールドプラクティスの全体講義の第 1 週に企業従事者に来校を求め，学生に直接，企画課題

と背景を伝えることとした． 

2016 年度の改訂では，企画学習を体系的に繰り返し練習すること，可能な限り学生全員に企業訪問の

機会を付与することとした．これまで何の予備知識も与えずに企業に対する企画立案を行っていたが，

授業内の OJT 的指導では質的限界を感じ企画に関する最低限の知識を付与することと，企画というアウ

トプットを求める上で依頼者たる企業からインプットを図り，学生に直接依頼内容を伝えていただくこ

ととした．このため前期を「企画練習」，後期を企業への「企画実践」と位置付けた．「企画練習」では

身近な課題にて企画立案を行う練習を行う．この段階を踏まえ，「企画実践」で企業課題に対する企画

立案を図る．この構成は，本年度 2019 年に至るまで年間を通した構成として継続している． 

 

2.4. 学習成果物および授業評価方法の改訂 

またこの間(2013～2017 年度)学習成果物および授業評価方法の改訂も行った． 

2015 年度までは，学習成果物については学生間の相互評価と企業からの選抜による評価のみであった．
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2016 年 3 月，識者意見を受け[2]学習成果物に対して教員の評価を行うこと，さらに評価項目を見直し，

学生と教員が同じ視点で評価を行うこととした．2016 年度「企画練習」，「企画実践」の構成に変更した

ことを契機に，評価項目を「企画練習」では論理性，調査，具体性の 3 点，「企画実践」ではこれらに

加え，企画内容，独創性の 5 点とした．「企画練習」は 1 週完結で学習成果物を作製するため，毎週評

価を実施した．「企画実践」では 3 週に渡って学習成果物を作製するので，第 3 週に評価を実施した．

さらに学生と教員評価の結果を分析，課題を洗い出し，翌週以降の授業運営にフィードバック，配布資

料の追加など適宜授業の改善を図った 

2017 年度，諸学会の研究発表聴講にて，研究組織アクティブラーニング型授業効果検証プロジェクト

との接点を得た．ここではアクティブラーニング(以下，AL という)型授業効果につき共通指標かつ全国

規模で調査，検証していた．授業を受講した学生に対し，授業実施前と実施後に 74 の設問からなるア

ンケート調査を行い，5,000 件を超えるデータを集約していた．我々はこれを参照することにより本テ

ーマの授業評価に絶対性を追求することが可能になると考えた．後期「企画実践」からこの調査を取り

入れ，各グループとも第 1 週にプレ調査，第 3 週にポスト調査を実施した．全グループ受講後 AL 型 授

業効果報告[3] を指標(以下，AL 指標という)とし，本テーマとの比較，評価を行った．結果，本テーマ

は授業実施の結果として AL 型授業効果ポスト評価(以下，ポスト評価という)との比較を行った結果，

授業効果が認められる尺度が深い学習アプローチや AL 外化など全 8 項目中 3 項目であった．なお，2013

～2017 年度の授業内容の改訂詳細は拙著を参照されたい[4] ． 

 

2.5. 実践～改訂期の成果と課題 
ここで 2013 年度より 2017 年度までの「フィールドプラクティス」の実践～改訂期における成果と課

題を述べる． 

成果は， 

1. 学生の意欲を喚起した可能性が存在すること 

2. 教育目標の社会における情報システムの可能性と価値の理解を支援したこと 

3. 同じく社会で活躍できるだけの主体性と自立性向上に寄与したと考えられること 

である．一方で課題は， 

1. 授業を実施するための手順やフォーマットの整備が不十分なこと 

2. 授業効果の評価に客観性が不十分なこと 

と認識した．我々はフィールドプラクティスの期待効果の達成に一定の成果があると認識したものの，

客観性に乏しく，また授業の再現性がなければ一過性の実践となる．このうち 2. については，2017 年

度後期より AL 指標との比較を行うことで課題解決を始めた． 

 

3. 関連研究の調査 
2018 年 3 月，我々はあらためて識者からの貴重な意見を得た．それは本テーマの形式知化および情報

システムの本質に迫る授業への発展を進めることであった[5]．そこで関連研究の知見を得ることとした． 

情報システムの本質は芳賀(2013)の主張を確認した．従来コンピュータ中心に組み立てられていた情

報システム学の体系を，人間中心の情報システム学として捉えるべきであると主張している[6]．図らず

も本学科で新設したフィールドプラクティスの狙いがこの主張と合致していた．我々は本テーマを通じ，

情報システムに対して人間が利用する／創るためのスキル醸成を推進すべきであるという主張に則っ

た授業設計および改善を図ってきた． 

次に情報システムの本質に迫る教育への発展である．神沼(2004)の研究は大学院教育を対象としてお

り，本テーマの受講対象である学部生とは異なるが，学生の将来，情報系エンジニアとして求められる

点として意識すべきと考えている．当該研究では学生に対し教育すべき能力として，直面している現実

社会の問題を正しく把握し，如何なる技術を応用して問題を解決するのかを自ら判断し，実際に解決に

導くことができることと訴えている．あわせて情報システムの本質を学ぶためには現実的な情報システ

ム環境において実践的学習を体験することが必要であり，経営やビジネスモデルを企画できる人材育成

の必要性を説いている[7]．また，宮川(2014)は上流工程を対象とした教育実践で，要求分析に関する教

育プログラムにつき，学生より良好な評価があったこと，あわせて継続的な授業の見直しの必要性を論

じている[8]．このほか上流工程の教育において，井上ら(2010)の講義と演習を配置した事例[9]や，小西

ら(2009)の地域企業と共同し特別履修コースでの取り組み事例[10]，および大森ら(2009)の企業での研修

事例[11]が報告されている．一方で松田ら(2005)の成績上位者の学生の満足度改善方策に関する研究では，

満足度を劇的に改善することが困難なこと，今後の対応としてデータ収集の改良を試みることが述べら
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れている[12]．また穂屋下(2013)は学生の主体的学びを促進するための教員の育成や支援に関し課題提起

[13]を行っている． 

2012 年度フィールドプラクティスの開講当初，我々には授業実践の意識しかなかった．以降授業を改

訂してゆく中で，授業効果について客観的な評価追求を意識するようになった．今般，関連研究を調査

するなかで，本テーマを対象とした研究の意義と授業評価の客観性追求における課題を認識した．それ

は情報システムの本質を追求する上で，先人が挑んできた上流工程に関する教育が重要であること，そ

のための教員育成なり環境の支援が必要なこと，授業評価と改善のためのデータ収集を継続的に進める

ことである．我々がなすべきは，本テーマを更に改善しその結果を周知してゆくこと，識者の言う形式

知化をもって，広く社会に公表すべきとの認識に至った． 

 

4. 確立期（2018～2019 年度） 

4.1. 改訂および実践内容 

2018 年度は，さらにテーマ数を 3 に絞り 1 テーマあたり 4 週を充てることにした．前期「企画練習」，

後期「企画実践」は維持し，学習成果物のさらなる質向上を図るために，学生の気づきを促す内容を盛

り込み，あわせて企画立案に必要な論理的構造に関する解説を充実することで，企画内容の質的向上を

図ることとした． 

「企画練習」では，学習成果物はポスターの縮小版である A4 サイズの企画書(以下，単に企画書とい

う)とする．このうち第 1，2，4 週では各チームに発表を求め，企画書に対し学生ならびに教員で評価を

行う． 

 

第 1 週 (予備知識を与えずに自由に企画書を作製) 

・全チームに同じ企画課題を与え学生(チーム)は自由に企画書を作製 

・提出された全ての企画書に対し，教員がコメントし学生に気づきを与える 

 

第 2 週 (企画作製手順を示し，ブラッシュアップ) 

・企画の作製手順を解説 

・第 1 週で作製した企画書のブラッシュアップ 

 

第 3 週 (アイディア創出に注力) 

・アイディア創出方法のひとつであるブレインストーミングの解説 

・企画練習課題 3 件全てに対し，課題解決のアイディアを企画概要書に作製 

 

第 4 週 (質を追求した企画書の作製) 

・第 3 週に作製した 3 件の企画概要書のうち 1 件を選択 

・課題，背景，裏付けから具体的な解決策までを記した企画書を作製 

・学生の評点の累計で最優秀チームを選び，粗品を与え表彰 

 

2019 年度は，第 3 週にアイディアを広げるための手法であるスキャンパー法[14]の知識を付加し，ス

ケジュールの修正，関連資料類の追加および企画練習課題の見直しに留めた． 

「企画実践」は，2017 年度までと大きな変更はなく連携企業から提示された企画課題に対する企画を

立案，ポスター作製とした．全体講義時，全員がパナソニック草津工場に出向き，企画課題の提示と工

場ならびに未発表製品の見学を行った．授業で企画を立案，ポスターを作製し，後期最終週，選抜者 24

名が草津工場でパナソニック社員 20 名の前でポスターセッションを行った．なお，パナソニックとの

連携は 2017 年度で終了し，2018 年度は情報通信企業 N 社の連携を得，同様の実践を図った．さらに 2019

年度は日用品メーカーS 社と連携することが決まっている．「企画実践」の課題も形式知化と授業評価方

法であるが，企業との連携方法や授業実施方法など，引き続き改善を図っている段階であるため，本稿

では，以下「企画練習」に焦点を当て，2019 年度前期の実践内容を詳述する． 

 

4.2. 2019 年度前期「企画練習」の実践内容 

2019 年度前期「企画練習」では，教員は 4 名，学生は 1 グループ 36 名，1 週あたり 4 コマで 4 週に

渡り授業を進める．以降，週毎のタイムスケジュールと資料類を示す．所定の授業終了時刻は 17 時 40

分であるが，各週 40 分の余裕時間を設けている． 

第 1 週の授業スケジュールを表 1 に示す．企画課題として，学生に身近な内容である「大学の学食の
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改善」を与え，チーム単位で企画を立案し企画書を作製の上，発表を求める．ここでは企画アイディア

について，学食混雑緩和のための移動式屋台とすることを全員参加のブレインストーミングで誘導する．

その後 3 名のチームを編成，チームで具体企画を立案する．企画を進める手順は学生が自ら調査する．

調査のためのデバイスとして各チームに 1 台 iPad を貸与する．学習成果物は A4 サイズの白紙を 2 枚与

え，カラーサインペンでの手書きにより企画書作製を求める．所定の時刻に全チームより企画書の提出

を求め，iPad のカメラ機能を用い，クラウドストレージ MS-OneDrive のドキュメントスキャン機能で格

納する．企画内容の発表時は MS-OneDrive 上のドキュメントを iPad で表示する．さらにセットトップ

ボックス Apple TV で iPad 表示をミラーリングし，その出力をプロジェクターにてスクリーンに投影す

る(図 1)．また本テーマ開始時の AL 型授業効果検証プレ調査(以下，プレ調査という)は，学生が所持す

る携帯端末を利用する．回答の仕組みには Google ドライブのサービスの一つである Google Form を利用

し，回答用フォームを作製，授業の導入説明の中で URL 及び QR コードを示し回答を求める．なお教員

が説明する PPT で作製した資料類も MS-OneDrive 上に置き，学生の発表と同様の仕組みでスクリーン

に投影する． 

なお，表 1～4 のレイアウト欄に示す教室内のレイアウトを図 2，同じく資料／備考欄に示す資料類を

図 3 に記す．本テーマを実施する教室には 180cm×60cm の折り畳み式テーブルを 12 台，丸イスを 40

脚，ホワイトボードは壁に設置しているものと可動式のものを含め 12 台，プロジェクターは 1 台，190cm

×380cm のスクリーンを壁に貼り付け設置している．その他，iPad を 12 台，iPad が接続可能な WiFi 環

境を整備している． 

 

表 1 第 1 週タイムスケジュール 

時刻 項目 詳細内容 レイアウト 資料／備考 

10:40 導入 概要説明 

・本テーマの目的と第 1 週スケジュールにつき，

PPTで作製した教材をプロジェクターで投影し，

教員が説明 

・プレ調査を実施 

イスのみ 

→本項目終了

後，ホワイトボ

ードを設置 

教材：本テーマの説明 

 

個別配布・回収： 

・プレ調査アクセス用

QR コード 

11:15 講義 全員でブレインストーミング 

・教員が主導．テーマは「大学の学食の改善」 

→結論を誘導「移動式屋台を企画案とする」 

イス＋ホワイ

トボード 

 

11:45 チーム 

編成 

3 名 1 チーム．学生間で自由に決める 

・チーム決定後，レイアウト変更(チーム毎にテ

ーブルとホワイトボートを設営) 

チーム決定後

変更→ 

チームワーク 

(11:50~12:50 休憩) 

12:50 企画立案 企画書作製 

・チームで協力し A4 白紙 2 枚を用い企画書作製 

・企画書の作製方法は学生が自ら調査 

チームワーク 

→全チーム提

出後，変更 

(15:00~15:10 休憩) 

15:10 発表 企画内容発表 

・チーム単位で実施．1 チーム 5 分程度 

・学習成果物である企画書を投影 

・各チームの企画内容を評価する(学生・教員共) 

スクール 個別記入・提出： 

①チーム別企画評価シ

ート 

16:10 模範発表 教員が企画例発表 

・PPT 作製教材をプロジェクターで投影 

スクール 教材：「移動式屋台学食」

企画例 

16:20 振り返り 気づきまとめ 

・教員の企画例発表から，チームで気づきを議

論し，書面にまとめる 

スクール チーム別記入・提出： 

②気づき整理シート 

16:30 全体講評 第 1 週の講評と次週予定伝達 スクール  

17:00 終了    

注．資料／備考欄の①，②は，図 3 の参照番号(以下，表 2～表 4 について同じ) 
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図 2 教室レイアウト 

図 1 教室内での教材，学習成果物参照方法 
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図 3 学習成果物用フォーマット類 

【⑤スキャンパーシート】 

【①チーム別企画評価シート】 【④企画書フォーム(2 枚組)】 

【②気づき整理シート】 

【⑥企画立案シート】 

【③改善点整理シート】 
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第 2 週は，第 1 週で作製した企画書の改訂を求める．まず教員より企画書の基本構造を解説する．次

に第 1 週の学習成果物に対し，チーム毎に改善すべき事項を指摘する．この際，多くのチームで共通す

る指摘事項があるため，最初にその旨を伝え学生は他チームでの指摘事項についても聴取し，自チーム

で該当する指摘事項の気づきを促す．全チームに対する指摘終了後，チームでの議論を求め企画書のブ

ラッシュアップの検討を求める．その後，企画改訂に移る．多くの場合，企画に至る背景の裏付けが不

足している．第 1 週同様 iPad にて，学食課題に対する客観情報の収集を求める．昼食休憩をはさみ企画

内容の改訂を進める．この際，午前中の解説で示した企画書の基本構造に沿ったフォーマットに基づい

て，企画書の作製を求める．企画書提出後，第 1 週と同様，チーム毎での発表，評価ならびに教員より

講評を行う(表 2)． 

第 3 週は，企画プロセスの重要な要素である課題解決のためのアイディア創出に注力する．第 1 週で

は多くを触れなかったブレインストーミングについて，Web で公開されているビデオ教材を用い，ブレ

インストーミングの基本を学習する．その上であらためて教員が主導し，グループ全体でブレインスト

ーミングを行う．ここでは単純なアイディアが出た段階で全体のブレインストーミングを終了し，学生

自身のアイディア拡張余地を残す．次にアイディアをさらに昇華させるための手法であるスキャンパー

法の解説を行う．これは既存のアイディアを「代用」「組み合わせ」「逆視点」など 7 つの視点で見直す

ことで新たなアイディアに繋げる手法である[14]．この後，あらためてチーム編成を行う．午後からは

3 件の企画練習課題 1「本学のイメージアップに繋がる、新しい学食のカタチ」，2「日本人をもっと健

康にする IT 利用法」，3「大学生が志望する職に就くためには、どんな大学生活を送るべきか」に対し

て，アイディアの創出を繰り返し企画立案シートに記述する．あわせてチーム内でファシリテーターを

交代で担当することも求めている(表 3)． 

 

表 2 第 2 週タイムスケジュール 

時刻 項目 詳細内容 レイアウト 資料／備考 

10:40 導入 導入説明 

・学生は第 1 週と同じチームで着席 

・教員より第 2 週スケジュールを説明 

スクール  

10:45 講義 企画書の解説 

・PPT 作製教材をプロジェクターで投影 

スクール 教材：企画書解説 

個別配布： 

・企画書の基本構造と構

成 

11:00 講義 フィードバック 

・第 1 週で作製した企画書をプロジェクターで

投影．教員よりチーム毎に企画書の改善点指摘 

スクール  

11:30 振り返り フィードバック内容の振り返り 

・チーム毎で教員の指摘事項を確認，整理する 

スクール 

→振り返り終

了後，変更 

チーム別作製・提出： 

③改善点整理シート 

11:40 企画修正 情報収集 

・企画課題の背景，客観情報の収集を行う 

チームワーク (12:10~12:50 休憩) 

12:50 企画修正 企画書作製(定型フォーム使用) 

・A4 定型フォーム 2 枚で企画書作製 

チームワーク 

→全チーム提

出後，変更 

チーム別作製・提出： 

④企画書フォーム 

(15:00～15:10 休憩) 

15:10 発表 企画内容発表 

・チーム単位．1 チーム 5 分程度．企画書をプロ

ジェクターで投影 

・各チームの企画内容を評価する(学生・教員共) 

スクール 個別記入・提出： 

①チーム別企画評価シ

ート 

16:10 講義 フィードバック 

・チーム毎に教員が講評する 

スクール  

16:30 全体講評 第 2 週の講評と次週予定伝達 スクール  

17:00 終了    
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表 3 第 3 週タイムスケジュール 

時刻 項目 詳細内容 レイアウト 資料／備考 

10:40 導入 導入説明 

・第 3 週スケジュール説明 

イスのみ  

10:45 講義 ブレインストーミング手法解説 

・ビデオ視聴による学習 

イスのみ 

→ビデオ終了

後，変更 

教材：Web で公開されて

いるビデオ(10 分) 

11:05 講義 全員でブレインストーミング 

・教員が主導．テーマは午後からの企画練習課

題 1 の「本学のイメージアップに繋がる、新し

い学食のカタチ」 

→単純なアイディアが出た段階で終了 

イス＋ホワイ

トボード 

→ブレインス

トーミング終

了後，変更 

 

11:35 講義 アイディア拡張方法解説 

・PPT 作製教材をプロジェクターで投影 

イスのみ 教材：スキャンパー説明 

12:05 チーム 

編成 

3 名 1 チーム．学生間で自由に決める チーム編成後，

変更→ 

チームワーク 

(12:10～12:50 休憩) 

12:50 演習 1 企画立案 

・企画練習課題 1「本学のイメージアップに繋が

る、新しい学食のカタチ」に対する，解決アイ

ディアをチームで創出．書面にまとめる 

チームワーク チーム別作製，提出： 

⑤スキャンパーシート 

⑥企画立案シート 

(14:00～14:10 休憩) 

14:10 演習 2 企画立案 

・企画練習課題 2「日本人をもっと健康にする IT

利用法」に対する，解決アイディアをチームで

創出．書面にまとめる 

チームワーク チーム別作製，提出： 

⑥企画立案シート 

(15:20～15:30 休憩) 

15:30 演習 3 企画立案 

・企画練習課題 3「大学生が志望する職に就くた

めには、どんな大学生活を送るべきか」に対す

る，解決アイディアをチームで創出，書面にま

とめる 

チームワーク チーム別作製，提出： 

⑥企画立案シート 

16:40 振り返り 気づきまとめ 

・アイディア創出を繰り返した上で，自身のフ

ァシリテーターとしての役割について，振り返

りを行う 

チームワーク 個別記入・回収： 

・役割評価シート 

16:50 全体講評 第 3 週の講評と次週予定伝達 チームワーク  

17:00 終了    

 

 

第 4 週は，第 3 週で作製した企画練習課題 1~3 の企画案に対して，各 2~3 チームを選び，それぞれ改

善のポイントを教員より指摘する．次に企画を伝えるために有効な論理的思考法の解説を行う．この後，

各チームで企画練習課題 1~3 の中から，最終的に改訂する企画課題を選択し，第 2 週で使用した企画書

フォームを用いて企画書を作製する．所定時刻に企画書の提出を求め，チーム毎にプロジェクターを用

いて企画内容の発表を行う．この際，学生及び教員は各チームの企画を評価する．全チームの発表終了

後，学生は自チームを除き，他チームの企画内容に対し第 1～3 位までの順位で評価する．この後ポス

ト調査を学生所有のスマートフォンで実施する．最後に，学生の第 1～3 位までの順位評点を集計して，

一番評点の高いチームに粗品を与え表彰する． 
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表 4 第 4 週タイムスケジュール 

時刻 項目 詳細内容 レイアウト 資料／備考 

10:40 導入 導入説明 

・学生は第 3 週と同じチームで着席 

・教員より第 4 週スケジュール説明 

スクール  

10:45 講義 フィードバック 

・企画練習課題 1～3 につき，それぞれ 2～3 チ

ームをピックアップし，改善のポイントを教員

より指摘する 

・第 3 週で作製した企画立案シートをプロジェ

クターで投影 

スクール チーム別返却： 

⑥企画立案シート(第 3

週成果物) 3 部 

11:00 講義 論理的思考法の解説 

・PPT 作製教材をプロジェクターで投影 

スクール 

→講義終了後

変更 

教材：論理的思考法解説 

11:15 演習 企画テーマ選択 

・企画案修正，採用案決定，調査 

チームワーク (12:10～12:50 休憩) 

12:50 企画立案 企画書作製(定型フォーム使用) 

・A4 定型フォーム 2 枚で企画書作製 

チームワーク

→全チーム提

出後，変更 

チーム作製，提出： 

④企画書フォーム 

(15:00～15:10 休憩) 

15:10 発表 企画内容発表 

・チーム単位．1 チーム 5 分程度．企画書をプロ

ジェクターで投影 

・各チームの企画内容を評価する(学生・教員共) 

・学生は全ての発表終了後，第 1～3 位のチーム

を選抜 

スクール 個別記入・回収： 

①チーム別企画評価シ

ート 

16:10 授業評価 学生による授業評価 

・ポスト評価を実施 

スクール 個別配布・回収： 

・ポスト調査アクセス用

QR コード 

16:30 全体講評 まとめ 

・投票結果開票，表彰 

・教員による全体講評 

スクール  

17:00 終了    

 

 

4.3. 学習成果物および授業評価結果 

学習成果物である企画書につき，学生，教員間の評価相関を表 5 に示す．我々は週を追うごとに改善

することを期待した．2018 年度，具体性は期待通りの推移を得たが，論理性，調査は期待通りとはなら

なかった．2019 年度，論理性，調査は期待通りの結果が得られた一方で，具体性は期待通りとはならな

かった． 

次に AL 型授業効果調査によるデータ収集結果を示す．2018 年度はプレ調査からポスト調査の相対値

差異で全ての尺度の良化がみられた．2019 年度は尺度「予習の仕方」を除き良化した．尺度毎の改善値

は 0.1 ポイント未満に留まる尺度が多い中，学習動機に関する 2 つの尺度についてこれを超える良化と

なった．学習動機 積極的関与は 2018 年度 0.03 ポイントの良化であったが，2019 年度は 0.21 ポイント

の良化となった．さらに学習動機 継続意思も 2018 年度 0.03 ポイント良化が 2019 年度は 0.16 ポイント

良化となった．本テーマで最も重視する AL 外化は両年度とも 0.4 ポイントに迫る良化を得た．AL 指標

との絶対値比較では，2018 年度は，学習動機に関する 2 つの尺度を除き，プレ，ポスト調査とも AL 指

標より良値または同値となった．2019 年度は上記 2 つの尺度以外に，プレ調査では，浅い学習アプロー

チと他者観 仲間が AL 指標に及ばなかった．またポスト調査では，学習動機 積極的関与と学習動機 継

続意思の 2 つの尺度が AL 指標に届かなかった(表 6)． 
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表 5 学習成果物(企画書)における学生，教員間評価の相関 

評価項目 2018 年度 2019 年度 

 第 1 週 第 2 週 第 4 週 第 1 週 第 2 週 第 4 週 

論理性 0.572 0.690 0.596 0.367 0.553 0.615 

調査 0.672 0.727 0.640 0.651 0.717 0.738 

具体性 0.465 0.609 0.791 0.679 0.565 0.652 

チーム数 32 32 33 34 34 34 

 

 

表 6  AL 型授業効果調査における尺度毎平均値(上段)，標準偏差(下段) 

尺 度 AL 指標 2018 年度 2019 年度 

 人数 プレ ポスト 差異 人数 プレ ポスト 差異 人数 プレ ポスト 差異 

深い学習アプローチ 5080 3.46 3.54** 0.08 96 3.56 3.76** 0.20 107 3.56 3.75** 0.19 

      0.34 0.41   0.42 0.43  

浅い学習アプローチ 5144 2.97 2.93** -0.04 96 2.97 2.79 -0.18 107 2.98 2.76** -0.22 

      0.33 0.47   0.41 0.49  

学習動機 積極的関与 5215 2.58 2.59 0.01 95 2.36 2.39 0.03 107 2.34 2.55** 0.21 

      0.43 0.51   0.52 0.59  

学習動機 継続意思 5221 2.53 2.56* 0.03 96 2.32 2.35 0.03 107 2.23 2.39* 0.16 

      0.51 0.52   0.57 0.62  

予習の仕方 5214 2.30 2.46** 0.16 96 2.87 2.92 0.05 107 2.81 2.76 -0.05 

      0.19 0.33   0.30 0.40  

他者観 仲間 5170 3.23 3.25* 0.02 96 3.23 3.43** 0.20 107 3.13 3.37** 0.24 

      0.42 0.45   0.55 0.47  

他者観 情報共有 863 3.09 3.33** 0.24 96 3.25 3.48** 0.23 107 3.26 3.49** 0.23 

      0.40 0.42   0.46 0.35  

AL 外化 5133 2.58 2.77** 0.19 89 2.91 3.30** 0.39 101 3.00 3.35** 0.35 

      0.39 0.34   0.35 0.31  

注．** : p < 0.01，*: p < 0.05，無印は n.s. ただし「浅い学習アプローチ」は評点が低い方が良 

  AL 指標は参考文献に標準偏差未記載 

 

 

5. 考察 
2019 年度，授業評価における AL 外化の改善値が高い値を得たこと，さらに学習成果物において論理

性および調査にて相関が強い方向に変化したのは，本テーマが目指した，一般社会における企画書面の

作製時に要するスキルである「相手に論理的に物事を伝える力」と「妥当性および客観性を示す力」を

向上する所定の効果があったと考える．これは 2017 年度以降，本テーマの各週のタイムスケジュール

がほぼ確立し，その中で適宜資料を用い，繰り返し「企画練習」を図ったことによるものと考える．一

方で教員・学生間の具体性に関する相関が弱くなったことは，新たにスキャンパー法を取り入れ，知識

項目が過剰になったことと合わせ，スキャンパー法によるアイディア拡張に時間を要し，企画の具体内

容を検討する時間を喪失したことによるものと考えられる．さらに AL 型授業効果調査の予習の仕方が

改善に至らなかったのは，一般に言われる授業外での学習意識が低い中，本テーマで編成した「チーム」

で学生が授業外の時間に集まり「予習」や「復習」を行うに至らなかったものと考える．主体性醸成に

寄与すると考えられる学習動機に関する 2 つの尺度は，2018 年度は AL 指標と比べ低値であり，かつ改

善値も小さかったが，2019 年度は他の尺度に劣らない改善値を示している．また，情報システムの可能

性や価値理解に関与する学習アプローチに関する 2 つの尺度は改善かつ AL 尺度と比べ良値となってい

る．これらの要因と考えられるのは，本テーマの全体構成なり，学生に対するフィードバックと振り返

りのプロセスが定着したこと，あわせて企画練習課題を学食，健康，就活という学生に身近なテーマを

設定したことが寄与したものと考える． 
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6. おわりに 
本学の授業，フィールドプラクティスにおいて，企業の課題解決に対する情報システム企画を行う授

業を企業と連携して行ってきた．1 年次の必修授業として 2013 年度より実践，改訂を継続し，直接企業

から学生への課題提起を得て，学生による企画立案，企画書作製，企業による選抜を受け，企業でのプ

レゼンテーションを実施する構成としてきた．2016 年度からは，質的向上を目指し前期「企画練習」，

後期「企画実践」とした授業構成を図った．本稿で詳述した「企画練習」は第 1 週から第 2 週で学生の

気づきを醸成する構成とし，第 3 週では課題解決アイディアのスキル向上，第 4 週で集大成として企画

書を作製する．あわせて学生と教員の学習成果物評価項目を統一した．さらに AL 型授業効果調査にて

本テーマの授業効果を調査，検証した．結果，学生・教員間評価で，本テーマが目指した論理的かつ納

得性を図った企画立案について相関を得た．さらに AL 指標と比べ AL 外化の絶対値が高く，懸案であ

った学習動機に関して AL 尺度には及ばないものの，他の尺度と同レベルの改善値を得られた．  

今後，直近に迫る 2019 年度後期「企画実践」の対応を進めてゆく．あわせて「企画実践」の形式知

化を図ってゆく．2018 年度までの実践で，企業連携には旧知人脈の活用，継続的な連携を図るには，企

業・大学双方の目的，利益を確認，尊重すること，その上で合意形成を図ること，またこまめに報告(中

間，最終)を行うことが肝要であることを主張した．今後この主張を強化する取り組みを図り，関連研究

で示された知見である，人間中心の情報システムと捉えるべきことや現実的な情報システム環境での学

びのためにも，企業連携を進めるための方策を今般の S 社に至る 4 社の事例を統合して形式知化を図り

たい． 
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